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１． はじめに 

(１) 統一的な基準について 

平成２７年１月２３日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整

備促進について」（総務大臣通達）により、すべての地方公共団体は、固定資産台帳の整

備と複式簿記による発生主義会計を導入した財務書類の作成をすることとなりました。 

 

 

(２) 財務書類作成の基本的前提 

① 財務書類の作成基礎 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は、総務省より

公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により作成しています。 

② 対象年度 

対象年度は令和５年度とし、令和６年３月３１日を基準日としています。 

③ 表示単位 

金額は千円単位で表示しています。表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計

が一致しない場合があります。また、単位未満の計数があるときは「０」を表示し、計数

がないときは「-」を表示しています。 

 

２． 財務書類４表とは 

 財務書類４表の内容と４表相互の関係は、次のとおりです。 

表の名称 内  容 

貸借対照表 

行政サービスを提供するために保有している財産（資産）とその資産をどの

ような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを示したもので、資産合計

と負債・純資産合計が必ず一致し、財源と財産が釣り合う（バランスする）

ということから、バランスシートとも呼ばれます。 

行政コスト計算書 

企業会計における損益計算書にあたるもので、資産形成に結びつかない経常

的な行政サービスに係る経費（経常行政コスト）と、その直接の対価として

得られた手数料等（経常収益）を対比したものです。 

純資産変動計算書 
一会計期間において、町の純資産（貸借対照表の純資産の部に計上されてい

る各項目）がどのような要因で増減したかを表したものです。 

資金収支計算書 
一会計期間において、現金などの資金の流れを三つの活動（業務活動収支、

投資活動収支、財務活動収支）に分けて表したものです。 

 

 



2 
 

財務書類４表の関係 

 

 
 
 
 
※上図において矢印で結ばれているところは金額が一致することを意味します。 
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３． 令和５年度芦屋町財務４表（一般会計等要約版） 

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 33,951,944   固定負債 11,823,450

    有形固定資産 24,430,498     地方債 10,954,325

      事業用資産 21,596,770     退職手当引当金 824,064

      インフラ資産 1,912,680     その他 45,061

      物品 921,048   流動負債 1,374,727

    無形固定資産 -     １年内償還予定地方債 1,245,458

    投資その他の資産 9,521,446     賞与等引当金 83,373

  流動資産 2,297,310     その他 45,897

    現金預金 443,642 負債合計 13,198,177

    未収金 10,808 【純資産の部】

    短期貸付金 250,836   固定資産等形成分 35,796,451

    基金 1,593,671   余剰分（不足分） △ 12,745,374

    徴収不能引当金 △ 1,647 純資産合計 23,051,077

資産合計 36,249,254 負債及び純資産合計 36,249,254

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）

（単位：千円） （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【業務活動収支】   経常費用 7,660,823

  業務支出 6,797,665     業務費用 4,318,817

  業務収入 7,783,882       人件費 1,407,741

  臨時支出 17,204       物件費等 2,726,737

  臨時収入 -       その他の業務費用 184,339

業務活動収支 969,012     移転費用 3,342,006

【投資活動収支】       補助金等 2,159,756

  投資活動支出 2,497,652       社会保障給付 966,924

  投資活動収入 1,514,293       他会計への繰出金 207,878

投資活動収支 △ 983,358       その他 7,448

【財務活動収支】   経常収益 1,508,453

  財務活動支出 1,298,436     使用料及び手数料 200,426

  財務活動収入 1,300,500     その他 1,308,027

財務活動収支 2,064 純経常行政コスト 6,152,370

本年度資金収支額 △ 12,282   臨時損失 17,204

前年度末資金残高 431,848     資産除売却損 17,204

本年度末資金残高 419,566     その他 -

前年度末歳計外現金残高 25,134   臨時利益 10,350

本年度歳計外現金増減額 △ 1,058     資産売却益 10,350

本年度末歳計外現金残高 24,076     その他 -

本年度末現金預金残高 443,642 純行政コスト 6,159,224

令和5年4月1日～令和6年3月31日令和5年4月1日～令和6年3月31日
行政コスト計算書資金収支計算書

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 22,947,858 35,586,035 △ 12,638,176

  純行政コスト（△） △ 6,159,224 △ 6,159,224

  財源 6,291,959 6,291,959

    税収等 4,560,498 4,560,498

    国県等補助金 1,731,461 1,731,461

  本年度差額 132,734 132,734

  固定資産等の変動（内部変動） 239,932 △ 239,932

    有形固定資産等の増加 1,056,631 △ 1,056,631

    有形固定資産等の減少 △ 767,720 767,720

    貸付金・基金等の増加 1,500,089 △ 1,500,089

    貸付金・基金等の減少 △ 1,549,068 1,549,068

  無償所管換等 △ 29,516 △ 29,516

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 103,219 210,416 △ 107,197

本年度末純資産残高 23,051,077 35,796,451 △ 12,745,374

純資産変動計算書
令和5年4月1日～令和6年3月31日
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４．財務書類４表の分析 

 令和元年８月に公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年８月

改訂）」にある財務書類活用の手引きの中では、分析の視点として５項目の指標が示されて

います。 

 ここでは、この５項目の指標を算出し、分析を行うこととします。 

  

（１）資産形成度（将来世代に残る資産はどのくらいあるか） 

 資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表したものです。決算統計

においても各種財政指標がありますが、いずれも資産形成度を表す指標ではないため、資

産形成度に関する指標は財務書類を整備することによって初めて得られるものです。 

 貸借対照表では、資産の部において地方公共団体の保有する資産のストック情報を一覧

で示しており、これを住民一人当たり資産額、歳入額対資産比率、有形固定資産減価償却

率（資産老朽化比率）、有形固定資産の行政目的別割合といった指標を用いて分析すること

により、住民等に対して新たな情報を提供するものといえます。 

 

①住民一人当たり資産額 

 住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計/住民基本台帳人口 

（単位：千円・人） 

 

令和５年度末における住民一人当たりの資産額は、２８３万円となっています。 

 

 

令和5年度 令和4年度

住民一人当たり資産額 2,830千円 2,771千円

歳入額対資産比率 3.29年 3.45年

有形固定資産減価償却率
(資産老朽化比率)

64.95％ 64.97％

有形固定資産の行政目的別割合 図1参照

指標

資産形成度

将来世代に残る資産は
どのくらいあるか

区分 令和5年度 令和4年度

①資産合計 36,249,254 36,056,295

②住民基本台帳人口（3.31現在） 12,809 13,012

③住民一人当たり資産額　（①/②) 2,830 2,771
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②歳入額対資産比率 

 歳入額対資産比率 ＝ 資産合計/歳入総額 

                            （単位：千円・年） 

 

※②歳入総額は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額と期首歳計現金残高（前年度末

資金残高）の合計 

 

 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測るこ

とができます。 

 

 

③有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

 資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額／（有形固定資産合計－非償却資産） 

（単位：千円・％） 

 

 有形固定資産のうち、土地・建設仮勘定以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累

計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい

るかを把握することができます。この比率が高いほど、有形固定資産が老朽化しているこ

とを示します。 

本町における令和５年度末の資産老朽化比率は、６４.９５％となっています。 

 

区分 令和5年度 令和4年度

①資産合計 36,249,254 36,056,295

②歳入総額 11,030,523 10,441,306

③歳入額対資産比率　（①/②) 3.29 3.45

区分 令和5年度 令和4年度

①有形固定資産 47,396,234 46,483,621

②非償却資産 12,039,365 12,140,417

③減価償却累計額 22,965,736 22,312,519

④資産老朽化率（③/(①-②)) 64.95% 64.97%
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④有形固定資産の行政目的別割合 

 有形固定資産の行政目的別割合では、行政分野ごとにこれまでどのような社会資本形成

を行ってきたかを把握することができます。本町では、①生活インフラ・国土保全と②教

育で約７割を占めていることが分かります。 

 

（単位：百万円・％） 

 

 

図１ 行政目的別有形固定資産の割合 

 

①生活インフラ・国土保全

31.1%

②教育

35.8%
③福祉

1.9%

④環境衛生

0.2%

⑤産業振興

9.9%

⑥消防

0.7%

⑦総務

20.4%

金額 構成比 金額 構成比

①生活インフラ・国土保全 7,604 31.1% 7,686 31.8%

②教育 8,755 35.8% 9,040 37.4%

③福祉 462 1.9% 466 1.9%

④環境衛生 58 0.2% 56 0.2%

⑤産業振興 2,406 9.9% 1,770 7.3%

⑥消防 160 0.7% 204 0.9%

⑦総務 4,985 20.4% 4,949 20.5%

有形固定資産合計 24,430 100.0% 24,171 100%

項目
令和5年度 令和4年度
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（２）世代間公平性（将来世代と現世代との負担の分担は適切か） 

 世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表したもので、貸借対

照表の資産、負債及び純資産の対比によって明らかにされるものです。 

 世代間公平性を表す指標としては、地方財政健全化法における将来負担比率もあります

が、貸借対照表は、財政運営の結果として、資産形成における将来世代と現世代までの負

担のバランスが適切に保たれているのか、どのように推移しているのかを端的に把握する

ことを可能にするものです。 

 ただし、将来世代の負担となる地方債の借入については、原則として将来にわたって受

益のおよぶ施設の建設等の資産形成に充てることができるものであり、その償還年限も、

当該地方債を財源として建設した公共施設等の耐用年数を超えないこととされています。 

したがって、地方財政においては、受益と負担のバランスや地方公共団体の財政規律が

一定程度確保されるように既に制度設計されていることにも留意しておく必要があります。 

 

※芦屋町の場合、地方債の償還金に対して過疎債等の地方交付税措置が講じられているも

のが多くあるため、実際の将来世代の負担は大幅に削減されます。 

 

 

①純資産比率 

 純資産比率 ＝ 総資産総額/資産総額 

（単位：千円・％） 

 

 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、今までの世代（過去及び現世代）によって

既に負担された割合を見るための指標です。今までの世代によって負担された割合が高い

ほど、将来世代の負担が少なくなります。 

 令和５年度末における純資産比率は６３.５９％となっており、現在の資産のうち約６割

が今までの世代の負担により形成されていることがわかります。 

 

令和5年度 令和4年度

純資産比率 63.59％ 63.64％

社会資本等形成の世代間負担比率

（将来世代負担比率）

49.94％ 50.38％

指標

世代間公平性

将来世代と現世代との
負担の分担は適切か

区分 令和5年度 令和4年度

①純資産総額 23,051,077 22,947,858

②資産総額 36,249,254 36,056,295

③純資産比率（①/②） 63.59% 63.64%
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②社会資本等形成の世代間負担比率 

 社会資本等形成の世代間負担比率 ＝地方債残高/（有形固定資産+無形固定資産） 

（単位：千円・％） 

 

社会資本形成の結果を表す社会資本等のうち、将来世代が負担する割合を見るための指

標です。この比率が低いほど、将来世代の負担が少ないことを示しています。 

 

 

区分 令和5年度 令和4年度

①地方債残高 12,199,783 12,176,441

②有形固定資産 24,430,498 24,171,102

③無形固定資産 - -

④将来世代負担比率（①/(②+③）） 49.94% 50.38%
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（３）持続可能性（健全性：財政に持続可能性があるか（どれくらい負債があ

るか）） 

 持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どれくらい負債があるか）」を

表しており、財政運営に関する本質的な視点です。 

 貸借対照表においては、退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債を捉

えることになります。 

 

※芦屋町の場合、地方債の償還金に対して過疎債等の地方交付税措置が講じられているも

のが多くあるため、実際の住民一人当たりの負債額は大幅に削減されます。 

 

①住民一人当たり負債額 

 住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計/住民基本台帳人口 

（単位：千円・人） 

 

 令和５年度末における住民一人当たりの負債額は、１０３万円となっています。 

 

②基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支+投資活動収支+支払利息支出+基金積立金支出-基金取

崩収入 

（単位：千円） 

 

 地方債の元利償還額を除いた歳出と地方債発行収入を除いた歳入のバランスを見るもの

で、ゼロあるいはプラスであれば、地方債に頼らずに行政サービスを実施していることに

なります。令和５年度は、プラス１,１７８万円となっています。

令和5年度 令和4年度

住民一人当たり負債額 1,030千円 1,007千円

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 11,784千円 963,476千円

指標

持続可能性

財政に持続可能性があるか
（どれくらい負債があるか）

区分 令和5年度 令和4年度

①負債合計 13,198,177 13,108,436

②住民基本台帳人口(3.31現在） 12,809 13,012

③住民一人当たり負債額(①/②） 1,030 1,007

区分 令和5年度 令和4年度

①業務活動収支 969,012 1,087,347
②投資活動収支 △ 983,358 △ 394,777
③支払利息支出 22,038 24,316
④基金積立金支出 1,223,704 1,225,114
⑤基金取崩収入 1,219,612 978,525
⑥基礎的財政収支　(①+②+③+④-⑤） 11,784 963,476
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（４）効率性（行政サービスは効率的に提供されているか） 

 効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」を表しています。行政サービス

の効率性については、地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果をあげるようにし

なければならない」とされており、財政の持続可能性と並んで重要な視点となります。 

 行政コスト計算書においては、性質別コストによる指標を用いることによって、効率性

の度合いを定量的に測定することが可能となります。 

 

 

①住民一人当たり行政コスト 

 住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト/住民基本台帳人口 

（単位：千円・人） 

 

 この指標では、地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。 

 令和５年度における住民一人当たりの行政コストは、４８万１千円となっています。 

 

 

令和5年度 令和4年度

効率性

行政サービスは効率的に
提供されているか

住民一人当たり行政コスト 481千円 472千円

指標

区分 令和5年度 令和4年度

①純行政コスト 6,159,224 6,145,246

②住民基本台帳人口(3.31現在） 12,809 13,012

③住民一人当たり行政コスト(①/②） 481 472



11 
 

（５）自律性（歳入はどれくらい使用料等でまかなわれているか） 

 自律性は、「歳入はどのくらい使用料等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどう

なっているか）」を表しています。 

これは、地方公共団体の財政構造の自律性に関するものであり、財務書類についても、

行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能

であるため、これを受益者負担水準の適正さの判断指標として用いることができます。 

 

 

①受益者負担の割合 

 受益者負担の割合 ＝ 経常収益/経常費用 

（単位：千円・％） 

 

 行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常費用に対す

る経常収益の比率を算定することにより受益者負担の割合を把握することができます。令

和５年度における受益者負担の割合は１９.６９％となっています。 

 これは、諸収入（モーターボート競走事業収入）の１０.４億円が経常収益に計上さてい

ることが大きな要因となっています。 

 

 

令和5年度 令和4年度

自律性

歳入はどれくらい使用料等で
まかなわれているか（受益者負担の

水準はどうなっているか）

受益者負担の割合 19.69% 20.73%

指標

区分 令和5年度 令和4年度

①経常収益 1,508,453 1,601,922

②経常費用 7,660,823 7,725,738

③受益者負担の割合　(①/②） 19.69% 20.73%
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５．一般会計等財務書類４表 

【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 33,951,943,786   固定負債 11,823,449,734

    有形固定資産 24,430,497,570     地方債 10,954,325,015

      事業用資産 21,596,769,634     長期未払金 -

        土地 11,949,089,353     退職手当引当金 824,064,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 26,058,998,063     その他 45,060,719

        建物減価償却累計額 -17,183,708,901   流動負債 1,374,726,991

        工作物 1,219,899,754     １年内償還予定地方債 1,245,457,516

        工作物減価償却累計額 -481,038,835     未払金 9,201

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 83,372,704

        航空機 -     預り金 24,076,000

        航空機減価償却累計額 -     その他 21,811,570

        その他 - 負債合計 13,198,176,725

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 33,530,200   固定資産等形成分 35,796,450,821

      インフラ資産 1,912,679,539   余剰分（不足分） -12,745,373,549

        土地 -

        建物 190,768,297

        建物減価償却累計額 -121,843,770

        工作物 6,001,145,754

        工作物減価償却累計額 -4,214,136,642

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 56,745,900

      物品 1,886,056,304

      物品減価償却累計額 -965,007,907

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 9,521,446,216

      投資及び出資金 2,515,206,400

        有価証券 -

        出資金 10,102,400

        その他 2,505,104,000

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 27,231,205

      長期貸付金 3,267,745,675

      基金 3,713,724,689

        減債基金 -

        その他 3,713,724,689

      その他 -

      徴収不能引当金 -2,461,753

  流動資産 2,297,310,211

    現金預金 443,641,984

    未収金 10,808,088

    短期貸付金 250,835,977

    基金 1,593,671,058

      財政調整基金 1,497,886,579

      減債基金 95,784,479

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,646,896 純資産合計 23,051,077,272

資産合計 36,249,253,997 負債及び純資産合計 36,249,253,997

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 6,159,224,353

    その他 -

  臨時利益 10,350,000

    資産売却益 10,350,000

    資産除売却損 17,204,303

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 6,152,370,050

  臨時損失 17,204,303

    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,508,453,105

    使用料及び手数料 200,425,958

    その他 1,308,027,147

      社会保障給付 966,924,133

      他会計への繰出金 207,877,890

      その他 7,448,111

        その他 158,192,202

    移転費用 3,342,006,000

      補助金等 2,159,755,866

      その他の業務費用 184,338,876

        支払利息 22,038,025

        徴収不能引当金繰入額 4,108,649

        維持補修費 29,755,300

        減価償却費 767,719,838

        その他 -

        その他 250,631,378

      物件費等 2,726,736,987

        物件費 1,929,261,849

        職員給与費 998,595,651

        賞与等引当金繰入額 83,372,704

        退職手当引当金繰入額 75,141,559

  経常費用 7,660,823,155

    業務費用 4,318,817,155

      人件費 1,407,741,292

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 22,947,858,448 35,586,034,920 -12,638,176,472

  純行政コスト（△） -6,159,224,353 -6,159,224,353

  財源 6,291,958,795 6,291,958,795

    税収等 4,560,498,016 4,560,498,016

    国県等補助金 1,731,460,779 1,731,460,779

  本年度差額 132,734,442 132,734,442

  固定資産等の変動（内部変動） 239,931,519 -239,931,519

    有形固定資産等の増加 1,056,631,116 -1,056,631,116

    有形固定資産等の減少 -767,719,853 767,719,853

    貸付金・基金等の増加 1,500,088,731 -1,500,088,731

    貸付金・基金等の減少 -1,549,068,475 1,549,068,475

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -29,515,618 -29,515,618

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 103,218,824 210,415,901 -107,197,077

本年度末純資産残高 23,051,077,272 35,796,450,821 -12,745,373,549

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 25,134,000

本年度歳計外現金増減額 -1,058,000

本年度末歳計外現金残高 24,076,000

本年度末現金預金残高 443,641,984

    その他の収入 -

財務活動収支 2,064,246

本年度資金収支額 -12,282,201

前年度末資金残高 431,848,185

本年度末資金残高 419,565,984

  財務活動支出 1,298,435,754

    地方債償還支出 1,277,158,537

    その他の支出 21,277,217

  財務活動収入 1,300,500,000

    地方債発行収入 1,300,500,000

    貸付金元金回収収入 264,540,154

    資産売却収入 10,350,000

    その他の収入 39,500

投資活動収支 -983,358,361

【財務活動収支】

    貸付金支出 251,600,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,514,293,154

    国県等補助金収入 19,752,000

    基金取崩収入 1,219,611,500

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,497,651,515

    公共施設等整備費支出 1,022,332,236

    基金積立金支出 1,223,704,079

    投資及び出資金支出 15,200

  臨時支出 17,204,288

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 17,204,288

  臨時収入 -

業務活動収支 969,011,914

  業務収入 7,783,881,656

    税収等収入 4,559,845,228

    国県等補助金収入 1,711,708,779

    使用料及び手数料収入 203,114,140

    その他の収入 1,309,213,509

    移転費用支出 3,342,006,000

      補助金等支出 2,159,755,866

      社会保障給付支出 966,924,133

      他会計への繰出支出 207,877,890

      その他の支出 7,448,111

    業務費用支出 3,455,659,454

      人件費支出 1,353,315,050

      物件費等支出 1,959,017,149

      支払利息支出 22,038,025

      その他の支出 121,289,230

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,797,665,454

 


